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工業団地への企業進出からみた佐久市工業の特徴

石坂　愛・栗林　慶・本多広樹・金子　愛

本研究では，佐久市の自然や高速交通網，それらを活かした企業誘致活動，さらに団地内の組合活
動に着目して，各々の団地が発揮する優位性と地域特性との関わりを検討した．共同受注については，
三河田工場団地では現在も行われている．一方で，小田井工業団地では継続されておらず，企業ごと
に各受注先と取引を行っている様相がみられた．佐久リサーチパークは，企業の研究開発拠点の進出
は思うように進まなかったものの，丘陵地であることで周辺への影響を懸念せず操業できるといった
利便性が，造成当初は意図していなかった様々な業種の進出動機となった．離山南工業団地では，行
政による佐久の自然環境をPRした誘致活動が企業の進出に効果をもたらしたことが明らかとなった．
高速交通網については，物流の利便性に加えて，新規受注先獲得や取引先との打ち合わせのしやすさ
をメリットに挙げている企業が多数みられた．
キーワード：工業団地，企業誘致，高速交通網，佐久市

Ⅰ　序章

Ⅰ－１　研究背景
長野県は，日本でも有数の機械工業の核心の一

つとして発展してきた地域である．なかでも佐久，
松本，諏訪，長野などの盆地は，程度の差はある
ものの，概ね製糸業から機械工業への転換という
経緯を辿ってきた．その結果，千曲川沿いの地域
と諏訪・松本周辺は加工組立工業の２大産地を形
成し，鉄道網や高速道路によって関東や中京と結
びつきを深めながら，農村の低廉な労働力を背景
に発展してきた（鹿嶋，2008）．

しかしながら，1990年代初頭以降の急速な円高
は労働集約的な部門を中心に工場の海外移転を加
速させ，長野県の工業は構造の再編を迫られてき
た．こうした背景のもと，長野県の工業は，より
高度な研究開発機能や難しい加工を伴う部品の生
産などにシフトしつつある（鹿嶋，2008）．また，
戦後の佐久市では，1953年の「小諸佐久地区低開
発地域工業開発促進協議会」の発足をはじめ，行
政による工業化促進が早い時期よりなされてき

た．
2005年の市町村合併後も，市内経済においては

依然として工業の割合が大きく，近年では市内に
ある13の工業団地において企業誘致事業を行って
いる．さらに，持続可能な工業都市を目指すこと
を目標として2009年に提唱した佐久市産業振興ビ
ジョンでは，新規工業団地の整備や遊休地利用に
よる工業用地の供給，そのほかに誘致企業が求め
る立地条件に柔軟に対応できる工業団地の整備と
いったインフラ対策にも言及した政策を掲げてい
る．

このように，佐久市は工業団地の整備および企
業誘致に注力してきたが，李（2007）によると，
工業団地とは進出先の多様な風土，社会，文化的
条件を踏まえて展開しており，所在地域と深い関
わりを持っているため，地域ごとの特性と関連付
けて評価することが求められる．本研究では，佐
久市内の工業団地のなかでも現存するものでは最
も歴史が長い「三河田工場団地」，基盤的技術で
ある金型製造が集中する「小田井工業団地」，研
究開発機能への特化を目指す「佐久リサーチパー
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ク」，現在分譲中の「離山南工業団地」，さらには
交通条件の良さを生かして卸売業にとどまらず食
品加工業も立地する「佐久流通業務団地」を対象
とし，それぞれの工業団地が発揮している優位性
と地域特性との関わりを検討する．

研究手順としては，第Ⅱ章では佐久市工業の変
遷を概観し，第Ⅲ章では各工業団地造成の経緯や
現在の業種構成，企業の進出・撤退企状況業数を
まとめる，第Ⅳ章では主に各団地内に立地してい
る企業の操業形態や入居の動機，立地によって実
感しているメリットについて明らかにする．これ
らを通じて第Ⅴ章では，佐久市の工業団地が発揮
している機能や佐久市工業の特徴に言及する．こ
の際，佐久市における自然，交通，それらを活か
した企業誘致活動，さらには団地内の組合活動に
注目する．

Ⅰ－２　調査対象地域の概要
調査対象地域の地図を第１図に示した．研究対

象地域である佐久市は，北側の浅間山南麓斜面と
西側の御牧ヶ原・八重原台地，関東台地に囲まれ
た佐久盆地に位置しているで．また，佐久盆地
は，長野・上田盆地などと同様に，千曲川沿岸に

形成されてきた機械工業地域のひとつである（斎
藤，1968）．気候の特徴としては，長野県は日照
時間が長く，多くの観測地で2,000時間を超える

（林，2013）．また，長野県は日本アルプスをはじ
め関東山地や三国三脈など高い山々に縁どられて
いるため，台風が襲ってもその勢力が弱められ
る．同様に，発達した低気圧も弱い風となり，太
平洋や日本海沿岸地域などと比べると強い風はあ
まり吹かない．そのため，長野県では台風など列
島規模の大きな風が吹くのは稀とされている（林，
2013）．さらに，平坦地は湿度が低く，空気が乾
燥しているのが特徴である．

さらに佐久市は，長野県の東信，そのなかでも
東端に位置しており，最も首都圏に近い．また，
佐久市は佐久平の中心に位置し，上信越自動車道
佐久ICや北陸新幹線佐久平駅が設置され，佐久
地方の交通の要地とされている．長野県の東北部
と首都圏を直結する大動脈として上信越自動車道
の路線が発表された後，佐久地区では1993年３月
に群馬県藤岡インターチェンジから佐久インター
チェンジ（以下，IC）が開通し，初めて高速道
路が開通した．次いで，佐久－軽井沢線，小諸－
佐久－臼田線も開通し，周辺の開発のひとつとし

第１図　研究対象地域
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て工業団地造成も行われていった（信州地理研究
会，1993）．

現在市内で，13の工業団地が分布存在している．
これらは，佐久市北部を東西に横断する北陸新幹
線ないし上信越自動車道と，佐久市中央を南北に
横断する中部横断自動車道に近接して立地し，南
西部を除く佐久市一帯に分布している（第１図）．

第１表に佐久市における工業団地の造成時期・
分譲状況を示した．最も造成年の古い団地は，
1964年に造成された三河田工場団地であり，この
団地は立地企業数も64件と最多である．立地企業
数においては，次いで北川工業団地が33件と多
く，佐久流通業務団地が21件，長土呂工場団地と
小田井工業団地が15件である．これら各団地の面
積は三河田工場団地については34.4ha，他の４団
地については20ha未満程度である．これに対し，
1993年に造成された佐久リサーチパークは，立地

企業９件に対し総面積は44.1haと１件あたりの面
積は広大である．このように，造成年代や立地企
業数，分譲面積は，団地ごとに多様であることが
わかる．また，全13の工業団地のうち，2014年時
点において分譲を行っているのは三河田工場団地
と十二川原工業団地のみであり，その他の団地は
全て分譲完了している．

また，佐久市における工業出荷額の推移をみる
と（第２表），食品加工業や電子部品製造業など
の分野において，2000年代以降の販売額の上昇が
伺える．その反面，80年代から90年代にかけて佐
久市のリーディング産業であった電気機械製造業
ならびに機械部品製造業は，どちらも2000年代を
ピークに減少傾向にある．工業統計（2010）によ
ると，佐久市における従業者４人以上の全製造
業事業所数は266件，および全正規雇用社員数は
9,004人である．工業団地に立地している企業が
172件であり，市内における多くの製造事業所が
工業団地内に立地している．

Ⅱ　佐久市における工業の変遷

Ⅱ－１　疎開企業の進出から工業集積の形成へ
佐久地方は，戦前は製糸業が主要な在来産業で

あったが，1930年頃までには輸出の不振から衰退
傾向となり，農村の余剰労働力と工場の遊休地が
発生した．さらに，京浜工業地帯に近い条件も重
なったことから，数多くの企業が疎開する理由と
なった（佐久市志編さん委員会編，2003）．疎開
した企業は，精密機械や航空機部品，通信機部品
などを生産していた（第３表）．

なかでも，1942年に中込原に津上製作所１）の工
場建設が決まり，桑畑だった土地が広域にわたっ
て買収された．翌1943年には工場の仮事務所の設
置とともに中込工業青年学校が創設され，技術者
育成が開始された．1945年には第４・第５工場が
完成し，ネジ転造盤の試作がはじめられた．機械
は東京の細川機械工業を買収して長野県へ移送
し，機械工場として生産が可能な体制が整えられ
た．さらに，1945年には豊川海軍の直属軍需工場

第１表　 長野県佐久市における 
工業団地の分譲状況（2014）

注１）「立地企業」は分譲区画を購入した企業数を指し，
立地企業数とは一致しない場合がある．

注２）「―」は不明であることを示す．
 （佐久市役所提供資料により作成）
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から津上信州工場への疎開がなされ，工作機械お
よび工員が移動してきた．このなかに，日本最新
の機械や技術者が存在していた．津上信州工場は
完成しないまま終戦を迎えることとなったが，一
面の広い桑畑が抜根され，機械や技術者が集まっ
たことで，戦後における佐久の工業の発展に繋
がった（小林，2012）．

戦後の佐久地方の工業は軍需産業から平和産業
へ切り替え，戦争中に疎開してきた工場や技術者
を中心に新しい工業へ向かって動きはじめた．し
かしながら当時，佐久の工業は諏訪地方や長野地
方，松本地方に比べると当時遅れており，1953年
には長野県によって「小諸佐久地区低開発地域工
業開発促進協議会」がつくられた．各市町村は，
税収入の増加と人口減少をくいとめる方策として
工場誘致を積極的に行い，つづいて「小諸佐久地
区低開発地域」の指定をうけ，国からの補助のも
とに工業基盤整備や工場団地などの計画をすすめ
ていった．こうして，1960年代までは米作や養蚕
の農業地帯であった佐久盆地に県外から大企業が
次々に誘致され，これにともなって工業の急速な
発展を迎えた．

1963年の低開発地域工業開発地区への指定を契
機に市と民間による工業団地造成として計画され
た三河田工場団地には，1940年代より建設された
津上製作所や1969年に誘致したTDK千曲川工場
などが進出することとなった．

第２表　長野県佐久市における産業分類別製造品出荷額の推移（単位：万円）

注１）「繊維」は繊維製造業と衣料品製造業の合計とする．
注２）「機械」は汎用機械器具製造業，生産用機械器具製造業，業務用機械器具製造業の合計とする．
注３）「x」はその産業品目においてのデータが非公開であることを表す．
注４）「-」はその産業品目における製品出荷額が０であることを表す．
注５）「n.d」はその年代の工業統計調査において,その産業品目が項目として存在しなかったことを表す．
 （工業統計により作成）

第３表　主要な疎開企業一覧

注）「―」は不明であることを示す．
 （小林（2012）により作成）
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同団地は佐久市岩村田と中込・野沢のほぼ中間
に位置し，佐久市を代表する団地となった（信州
地理研究会編，1993）．

Ⅱ－２　�円高期以降における産業構造再編と企
業誘致政策

1985年のプラザ合意による円高の影響は佐久市
においても顕著であり，また1991年から始まった
平成不況も電気・工作機械・自動車部品・精密機
械工業に深刻な影響を与えた．安価な労働力を求
めていた中核企業は佐久から海外へ移転する動き
が生じ，労働集約的な部門は厳しい局面を迎えた．

こうした市内における量産機能の低下を補うべ
く，研究開発型企業の誘致が急務となり，また労
働力の供給源として，高学歴化により他地域に進
学した人材をいかに呼び戻すかが課題となった．
1980年代に入ると，県内では地域振興として「テ
クノハイランド構想」が提唱され，1987年，旧佐
久市は東信地域の入り口を高度技術生産拠点とし
て開発する，「浅間テクノポリス」の対象に指定
された．先述したように佐久ICの開通や長野新
幹線の佐久平駅が開業するなど，高速交通網の発
達により関東へのアクセシビリティが向上してい
る．それらを踏まえて県や市が，より高度な技術
を有する研究開発型の企業誘致を目的に，佐久市
瀬戸に佐久リサーチパークを造成するなどの動き
がおこった．また，IC付近には佐久流通業務団
地の計画・造成がなされ，1992年に分譲が開始さ
れた．

2000年代に入ると，戦前・戦後の時期から佐久
市の工業を長年牽引してきたキープラントの一つ
である津上製作所も，新潟県長岡市に工場を移転
させた．2010年には，かつて佐久市における製造
品出荷額の過半数を占めるとも言われたTDKの
工場も，千曲市内の工場へ集約移転することと
なった．このように，津上製作所やTDKといっ
た大企業の工場が相次いで市外に集約化されたこ
とにより，協力工場を中心に，佐久市の産業構造
には著しい変化が生じた．

市内工業のうち圧倒的なシェアであった加工組

立工業は大きく減少し，大幅な受注の減少を経験
した協力工場は，技術力をアピールすることに
よって各地に取引先を求めた．東信という長野県
の玄関口としての利点を生かし，東京へ新規の受
注を求めるなどしている．このことから，佐久市
の工業的性格は変化し，東京の外延部としての性
格が強まりつつある（鹿嶋，2008）．

さらに佐久市は，企業誘致政策の一貫として，
土地，建物および生産設備等の固定資産取得費用
の補助を優遇する，「リスク分散項目」を2012年
に追加した．これは，地震被害，浅間山の噴火が
生じた際の火山灰の被害や千曲川の氾濫，台風と
いった自然災害が少ないという佐久地域の特徴を
活かし，都道府県の土砂災害警戒区域として指定
された箇所に施設をひとつ以上所有する企業が適
用される．

第４表の通り，市営工業団地を指す特定地域で
工場登用地を取得した場合，設備投資に対する補
助金を通常企業よりも20％多く取得できる．第５
表は2013年時の佐久市における補助金制度導入後
の適用企業数である．リスク分散項目補助の利用
企業の実績は2012年の開始後，すでに３社が適用
となっている．また，リスク分散項目の設定のほ
かに，県外に派遣され，企業誘致を斡旋する「産

第４表　工場登用地取得事業に対する補助金制度

注）「特定地域」とは，市営工業団地を指す．
 （佐久市役所提供資料により作成）
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業立地推進委員」を2011年から東京都に１人配置
し，2013年からは愛知県名古屋市にも１人配置し
た．委員は定年退職した元市役所職員から選出さ
れ，ほぼ毎日企業訪問を行っている２）．

すでに佐久市に立地する企業に対しては，企業
の海外進出による撤退を防止することを目的とし
て，2010年より「ものづくり支援事業補助金」に
よる支援を開始した．これは，新製品の開発意欲
のある企業に対し，その研究資金として最大500
万円を補助する制度である．また，同補助金制度
の一環で，中小企業が協同開発を行う場合にも，
各企業最大500万円が提供される．

近年造成された工業団地の空き区画について
は，佐久市役所商工振興課に所属する産業立地推
進委員による，在京の企業誘致活動が行われてい
る．こうした取り組みをきっかけに企業の進出が
促進され，1988年に分譲が開始された離山南工業
団地は現在，先述したように全区画の分譲が完了
している．離山南工業団地の翌年に分譲が始まっ
た小田井工業団地は，県と市民が一体となってつ
くられた，金型製造業の集団化団地である．

Ⅲ　調査対象工業団地の形成過程および立地企業
の変遷

本章では，各団地の形成過程や業種構成，企業
の進出・退出状況について主に団地内に立地する
企業への聞き取り調査よりまとめた．その際，三

河田工場団地や小田井工業団地のように行政およ
び製造業者らによってつくられた団地と，佐久リ
サーチパークなどの行政主導によりつくられたも
のと分類して述べる．

Ⅲ－１　行政と民間による団地形成
１）三河田工場団地
三河田工場団地の2014年における業種構成をみ

ると機械製造業の立地が目立つほか，金属製品製
造業や電気機械器具製造業なども立地している．
さらに，2011年の佐久医療センター建設を契機に，
工業専用地域から準工業地域に用途変更もなされ
たことから，製造業工場以外の施設も立地してい
る（第２図）．三河田工場団地およびその周辺に
立地する企業24社によって構成される佐久市中央
工業会は，佐久医療センターの進出決定を受けて，
2009年以降市役所と佐久総合病院と月１回の報告
会を行い，三者の意見交換を行っている３）．この
ような協同組合の取り組みによって，当団地では
他業種との共存を実現している．

同団地は1976年に分譲が始まったが，1976年に
は機械製造業12社によって佐久市工場団地事業協
同組合が設立され，1978年から1979年にかけて中
小企業の集団進出が行われた（小田，1998）．同
組合の創設者は，TDKの三河田工場団地誘致に
も尽力した神部武氏である．1979年に共同受注は
開始されたが，1980年に機械の部品加工を担って
いた企業が倒産し，所属企業は11社となった．続
いてメッキ製作を担当していた企業が，製造過程
で発する駆動音の周辺地域への影響を懸念したこ
とから浅科村に移転し，これを契機に1982年に組
合から脱退した．同時期に，共同受注の窓口を統
一することを目的に，事例企業として後述するＤ
社が設立された．組合は，所属企業各社の担当工
程が重ならないように機械導入等を行っていたた
め，このような脱退企業が担当していた工程は，
組合の所属企業内で補っている．

続く1984年に金型製造の企業が廃業，1990年代
には同じく金型製造業者が倒産した．金型製造を
行っていた２社については，共同受注において業

第５表　補助金制度事業適用企業数

注）「特定地域」とは，市営工業団地を指す．
 （佐久市役所提供資料により作成）



－165－

務内容に金型製造が含まれていなかったため，実
際は共同受注における団地内分業に携わっていな
かった．同時期に，弱電製作を行っていた企業が，
吸収合併されたことを契機に撤退し，組合の所属
企業は2014年時点において８社となっている．

2014年の時点における共同受注事業の実態とし
ては，共同受注先は１社のみであり，組合に所属
する各社は共同受注先の他にも多数の企業から受
注している．しかしながら，組合加盟企業のう
ち，ある企業は全受注量のうち70％が，窓口とし
ての機能を持つＤ社は90％が共同受注による取引
であった．

第６表から同団地への企業の進出・撤退状況を
みると，2000年代は14社が撤退した一方で，新た
に10社の進出がみられる．続く2010年代には１社
が佐久リサーチパークへ移転したものの，すでに
３社が新規進出している．

２）小田井工業団地
小田井工業団地は，佐久市小田井に1989年に開

設された工業団地である．現在は第３図に示され
ているように，13社が立地している．小田井工業
団地における業種構成としては，機械製造業が高
い割合をしめ，金型製造の企業が多数立地してい

第２図　三河田工場団地における立地企業
 （ゼンリン住宅地図および現地調査により作成）
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るが，プラスチック製品製造業なども立地してい
る．現在小田井工業団地となっている土地は，元々
は市が買収し，県に委託した土地であった．この
土地に工業団地を開設するにあたり，県は誘致活
動を行った．また当時，国から発展が見込まれる
企業組合に対して補助金を出す制度があり，これ
を利用したいと考える企業が，共に小田井工業団
地に進出する関連企業を集めていた．

佐久市の三河田工場団地に工場を所有していた
金型製造業経営者と，小田井工場団地に進出予定
であった小諸市に本社をもつ金型製造業者，およ
び県が一体となり，金型団地を形成した．そして
同団地の協同組合によって共同受注や共同発注，
最新機器購入の際の連帯保証（組合によるリース
事業）が開始された．

小田井工業団地の近隣には，団地が造成される
前から金型製造業が多く立地していた．例えば，
戦時中に東京都から疎開したゴム・プラスチック
製品製造業の協力企業であった金型製造業者が同
時期に佐久地域に進出した事例や，坂城町の樹脂
製品製造業者と取引をしていた金型メーカーが独
立して1970年代に佐久市に進出してきた事例があ
る．しかし，現在これらの企業は既に廃業してい
るという４）．小田井工業団地への進出・撤退企業
数をみると（第７表），造成当時から1999年の間
に５件の企業が倒産しているものの，現在に至る
まで進出・撤退企業数ともに少ない状況である．

Ⅲ－２　行政主導による団地形成
１）佐久リサーチパーク
佐久リサーチパークは，佐久市瀬戸の急勾配を

もつ丘陵上に位置し，現在７社が立地している．
業種としては，機械製造業，窯業・土石製造業，
食品製造業，化学工場が立地している（第４図）．
団地内総面積は44.1haと佐久市内の工業団地では
最大である．団地造成中は，開発研究型企業のみ
に対象を絞った企業誘致を行っていたが，バブル
崩壊直後の1993年に分譲を開始したため，分譲開
始時は誘致が滞った．これを受けて，研究開発を
行う事業所に対してのみ分譲可能といった条件を
緩和する取り組みを行政が行い，誘致の対象とな
る企業を拡大することによって企業進出の促進に
努める動きが起こった．

その結果，2000年代以降の当団地内への進出企
業は７社と急増している（第８表）．

第６表　 三河田工場団地における
進出・撤退企業数の推移

注）団地内に立地する企業から，敷地や建屋の一部を
借用することにより進出した企業は除く．

 （ゼンリン住宅地図および聞き取り調査により作成）

第３図　小田井工業団地における立地企業（2014）
 （ゼンリン住宅地図および現地調査により作成）

第７表　 小田井工業団地における
進出・撤退企業数の推移

 （ゼンリン住宅地図および聞き取り調査により作成）
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２）離山南工業団地
離山南工業団地は，1988年の分譲開始から2000

年代半ばまでは４社が立地していた．分譲完了に
時間を要した離山南工業団地は，2014年までに３
社の進出が決定し，分譲完了させた（第９表）．
2014年時点では５社が立地，うち１社が建設中で
ある．その業種としては，電気機械器具製造業，
電子加工業，化学工業，食料品製造業，その他製
造業とさまざまである（第５図）．当工業団地は
2010年以降，分譲が進んだ工業団地の例といえる．

３）佐久流通業務団地
佐久市長土呂に位置する県営の佐久流通業務団

地は，上信越自動車の開通に合わせて1993年に分
譲が開始された．佐久ICから団地の入り口まで
は約500ｍであり，中部横断自動車道の佐久北IC
からも１km圏内にある．

流通業務団地であることから，分譲区画を保有
している21社のうち，卸売業が17社，運輸業が２
社と大きな割合をしめ，他に食料品製造業も２社
存在する（第６図）．それぞれ青果や精肉の出荷，
建築資材の運搬，アルコール飲料の出荷などを
行っているが，給食サービスなど市内向けのサー
ビスを行う企業もあり，出入の両面から物流網の
要衝である．

造成後の企業の進出および撤退状況は，造成開

第４図　佐久リサーチパークにおける立地企業
 （ゼンリン住宅地図および現地調査により作成）

第８表　 佐久リサーチパークおける
進出・撤退企業数の推移

 （ゼンリン住宅地図および聞き取り調査により作成）

第９表　 離山南工業団地における
進出・撤退企業数の推移

 （ゼンリン住宅地図および聞き取り調査により作成）

第５図　離山南工業団地における立地企業
 （ゼンリン住宅地図および現地調査により作成）
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始後の1990年代にまとまった進出がみられるもの
の，同年代中の撤退企業も７社と少なくない（第
10表）．このような企業の入れ替わりはあったが，
団地自体の好立地から2014年には最後の区画が分
譲完了となった．

Ⅳ　工業団地の立地企業における立地選定理由お
よび操業形態

Ⅳ－１　三河田工業団地
１）調査対象企業の概要
本節では，三河田工場団地に立地する企業64社

のうち，６社を対象に聞き取り調査を実施した結
果を述べる（第11表）．調査対象企業６社は同団
地内の拠点では製造を行っている．また，これら
の企業の多くが創業地から三河田工場団地に本社
機能を移転させたことも特徴である．一方，製造
拠点を市内に保有している企業，他県や海外に保
有している企業も存在する．

２）プラスチック加工業Ａ社
Ａ社は化粧品容器を主として製造するプラス

チック加工業者であり，1960年に佐久市長土呂で
創業した．創業時は機関車のパーツやカメラのレ

0 200m

卸売／青果
卸売／肉・魚

卸売／その他食料品
卸売／食料品以外

食料品製造業 運輸

その他 所有者有り
分譲区画

第６図　佐久流通業務団地における立地企業
（2014）

 （ゼンリン住宅地図および現地調査により作成）

第10表　 佐久流通業務団地における
進出・撤退企業の推移

注）団地内に立地する企業から，敷地や建屋の一部を
借用することにより進出した企業は除く．

 （ゼンリン住宅地図および聞き取り調査により作成）

第11表　三河田工場団地の調査対象企業

注）Ｄ社は中込の本社に倉庫も併設している．
 （聞き取り調査により作成）
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ンズを製造していたが，それらの製造技術をもと
に，ガラス製の化粧品容器の製造を1962年に開始
した．ペットボトルなどプラスチック製品の製造
は1976年より開始し，1984年には二軸延伸ブロー
形成機の技術を用い，薄型プラスチックの製造を
可能にした．1990年代には薬事法の改正による成
分表示の義務化により，成分表示のシルク印刷を
開始し，同時期に化粧品容器を華美にするための
スワロフスキー加工も開始した．以後も印刷技術
の向上に力を入れ，2008年にはアウトレーザー加
工を導入した．

当工場団地の工場は，6,000m2の敷地を有し，
1976年に建設された．三河田工場は製造過程を担
い，他に佐久市小田井に所在する製造過程を担う
工場と，佐久市岩村田の金型管理倉庫がある．

Ａ社は三河田工場兼本社を三河田工場団地に建
設した理由として，既に所有していた岩村田工場
の土地を手狭に感じ，敷地面積の拡大を検討した
際に，他の工業団地よりも詳細に分割された分譲
面積が多く，土地を選定しやすかったと述べてい
る．

また，全工場を佐久市で稼働させる第一の理由
は，創業者によって掲げられた，佐久市の雇用を
充実させるという経営理念を守っているためであ
る．また，プラスチックを製造する上で火山灰の
少ない清涼な空気のある環境が条件であった．佐
久市では台風や地震，豪雪といった自然災害が少
ないため，工場機能の停滞への懸念が尠少である
ことも，佐久市における稼働に拘る理由である．

Ａ社が1996年から所有する小田井工場は2001年
に増設され，そこへ創業初期から所有する岩村田
工場の製造機能を移転させた．金型を製造する過
程において，油の匂いなどが強く残り，金型以外
の製造機械を設置することが懸念されたことか
ら，最小規模であった岩村田の工場は2011年に新
設し，金型管理業務に一貫することとなった．市
内での移転となった理由は，小田井工業団地内に
ある金型工場の集積が考慮されたためである．

３）印刷業Ｂ社
Ｂ社は1951年に東京都港区で創業し，主に電化

製品用シールを製造する印刷業者であり，1973年
に三河田工場団地において操業を開始した．また，
1988年からは同団地内において第二工場を稼働さ
せた．1967年に設立した東京都杉並区の工場をは
じめ，佐久市以外に埼玉県川越市に２カ所，大阪
府とマレーシア，中国に１カ所ずつ工場がある．

Ｂ社は同団地内に立地していたTDKの協力企
業として佐久市での操業を開始した．しかし2000
年以降，TDKの当団地撤退を受け，Ｂ社は徐々
に厳しい状況に追いこまれた．それまでＢ社の製
造品目のうち99％はTDKの電化製品用のシール
であったが，TDK撤退以降はタイヤ用シールや
食品用シール等，多様な製品に使用されるシール
の製造を開始し，現在はある電気機械販売会社の
電化製品用シール生産が70％，30％は多種多様な
分野におけるシール生産を行っている．

このように，大手企業からの受注が減少しても
経営の維持存続を可能にした理由として，シール
の乾燥時間や耐水性に富んだロータリー印刷を開
始したことが挙げられる．この技術を導入するこ
とで，従来のオーディオ機器製品用シール以外に
も，幅広い製品に対応したシール印刷が可能と
なった．

Ｂ社は現在，国内外でシール生産を行っている
が，TDKの撤退後も佐久市での稼働を存続する
メリットとして，長野新幹線佐久平駅の開通によ
り，関東圏の企業との取引が円滑に行えるように
たことを第一に挙げた．TDKの撤退後，更に活
発な営業活動を要する状況下において，その利便
性は欠かせなかった．また，Ａ社と同様に，自然
災害の少なさゆえ，工場機能停滞の心配がないこ
とも，稼働存続を決定した理由である

４）電気機械製造業・電子部品製造業Ｃ社
Ｃ社は，1938年に現在の東京都大田区である，

東京府東京市大森区にて創業した．1982年に三河
田工場団地で，1985年に佐久市長土呂の長土呂工
場団地にて工場を稼働開始させ，ノイズフィルタ
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や通信用フィルタといった電子部品の生産を行っ
ている．Ｃ社は同市内の野沢および長土呂の長土
呂工場団地外に工場を所有していたが，前者は
1994年に，後者は1995年に廃止し，それぞれ製造
工程は長土呂工場団地内の工場に，技術開発は当
工場団地内の工場に機能分散した．佐久市の都市
化を受け，農村部での稼働を望んだことが移転理
由である．

戦時中の経営者は，佐久市に在住していた知人
Ｎ氏の支援を期待し，1941年に佐久市に疎開した．
現在，三河田工場団地ならびに長土呂工場団地に
て工場を設置する経緯は，工業団地造成に伴う市
からの誘致があったことに始まる．以前に操業し
ていた野沢工場周辺や岩村田といった地区が宅地
化し，更に工業専用地区でなかったことから，快
適な操業が困難になると考えたためである．

Ｃ社が佐久市における稼働を存続する理由とし
て，第一に地震や台風といった災害がほとんどな
いことを挙げた．また，雇用の増加等によって固
定資産税が減免される等，市からの支援が充実し
ていることも利点であると述べている．その反面，
道路網の整備，とりわけ関西方面へのアクセシビ
リティ向上を望んでいる．

５）機械製造業Ｄ社
Ｄ社は1983年に佐久市中込で創業した．現在の

製造品の90％は，ある１社に対する印刷機デリバ
リーや印刷機周辺機器である．三河田工場団地内
にある三河田工場は1997年に組立工場として稼働
を開始し，創業時に利用していた工場は本社とし
て機能している．2006年には，同団地内に機械工
場を増設した．全工場は近接しており，総敷地面
積は5,279m2である．

Ｄ社は，「佐久市工場事業協同組合」とよばれ
る共同受注を目的とした組合の窓口として，三河
田工場団地に立地を選定した．共同受注は現在で
も行っており，現在生産品目の90％を占める印刷
機関連製品も，共同受注で製造している品目の一
部である．製品を製造するにあたり，原料や部品
の仕入れ先は25％を三河田工場団地内で補ってい

る．創業以降，生産品目に大きな変化はないが，
津上製作所との取引において，オーディオ機器に
使用する弱電やコンデンサー，トランジスタを製
造していた．

現在，三河田工場団地で操業しているメリット
として，取引先との打ち合わせが容易であること
を挙げている．

６）プラスチック加工業Ｅ社
Ｅ社は1956年に佐久市岩村田で創業した．事業

の拡大に伴い土地が手狭となったことに加え岩村
田周辺は市街化が進んだことから，三河田工場団
地へ1967年に移転した．

Ｅ社の先代の経営者は，民間と市が主体となっ
て計画した三河田工場団地において，神部氏と共
に代表的な立場にあった．創業時から取引があっ
たTDKの神奈川県川崎市の営業所赴く機会も多
く，TDKの当団地内への誘致にも携わっている．
1970年代には，まだ周辺に畑地の広がっていた当
工場団地内にて工場を３軒増設した．

Ｅ社はプラスチック製品の金型製造から成型ま
でを行っており，これまでプラスチック食器やト
ランジスタケースのほか，オーディオカセットの
ケースなどを生産してきた．1985年頃からはオー
ディオカセットの需要が減少したため，新規の取
引先を開拓するなどした結果，現在は工作機械用
の部品や建設機械用の部品などが主力製品であ
る．

現在の製品の主な納品先は，群馬県吉井市の企
業がおよそ30％，東京都品川区の企業が30％，長
野県諏訪市の企業が10％となっている．Ｅ社は
1980年代半ばまでは当工場団地内にあったTDK
工場の協力企業としての受注が90％以上であった
が，現在は市外各地へ営業に向かった結果，関東
圏にも受注範囲が拡大した．

Ｅ社が佐久市に立地する上で感じている利点と
して，長野新幹線や上信越自動車道が開通し，佐
久市の交通の便が劇的に改善されたことを挙げて
いる．具体的には，TDKとの取引が減少し，新
規取引先の開拓をする上で，新幹線が役立ってい
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る．プラスチック製品は軽量であり，コストカッ
トのために60％から70％の製品を自社から運送す
ることから，ICも頻繁に利用する．一方で，た
とえ都心部との交通事情が良くなったとしても，
プラスチック加工の受注は旺盛であるとは言えな
い現状を受け，少ロットや短納期の受注も積極的
に受けるなどして他社と差別化を図っている．

７）板金加工業Ｆ社
Ｆ社は1959年，佐久市平賀で創業した精密板金

加工を行う企業である．量産品の板金加工を行う
ほか，委託を受けての１個単位からの製品生産も
行っている．1978年に神部氏から誘いを受け，佐
久市工場事業協同組合に加入した．そして，敷地
面積1,650m2を購入し，工場を移転した．この移
転の背景には，以前の工場がトラック通行の震動
等で周辺住民から苦情を受けていたこともある．

Ｆ社が佐久市で創業した理由は，創業者の出身
地であったことである．また佐久市で操業するメ
リットとして交通の便の良さ，商業施設に不自由
することなく，地震や水害等が少ないことや，浅
間山の噴火による影響も少ないことを挙げてい
る．また，県外へ営業に赴く際には新幹線を頻繁
に利用しており，現在では東京の医療器具メー
カー３社とも取引がある．板金の原材料となるス
テンレスや鉄，アルミは県南部や坂城町から調達
するというように，原材料は県内で仕入れるよう
に努めている．製品納入先については15社以上が
佐久市または小諸市に拠点を置く電気機械製造業
や機械部品製造業である．Ｆ社では製品１個単位
からの受注をしており，また短期納品に努めてい

る．なお輸送コストが負担にならないよう，即日
納品可能である場所からのみ受注していると述べ
ている．

Ⅳ－２　小田井工業団地
１）調査対象企業の概要
本節では，小田井工業団地に立地する企業15社

のうち，４社を対象に聞き取り調査を実施した結
果を述べる（第12表）．調査対象企業４社はほぼ
同時期に小田井工業団地へ移転し，同団地内に本
社機能・製造機能を保有している．団地外に拠点
を持たないことがこれらの企業に共通する特徴で
ある．

２）金型加工業Ｇ社
Ｇ社は本社をもつ東京都で1952年に創業し，自

動車部品および船舶部品用金型を製造している．
佐久市岩村田に工場を所有していたが，岩村田地
区が準工業用地であったため，周辺部の住宅開発
が進み，周辺住民から駆動音等の苦情を受けたこ
とを契機に，1989年に小田井工業団地の土地を購
入後，移転した．また，千曲川の氾濫による地す
べりや地震等のリスク回避のため，小諸市に所有
していた金型製造工場も，小田井工業団地に移設
した．2000年と2005年に同団地内で工場を増設し，
現在所有する敷地は6,316m2となった．2012年時
点の従業者数は58人であり，小田井工業団地内で
は比較的大規模な経営形態をとる工場である．

疎開工場であったＧ社は，小田井工業団地造成
当初からある金型製造業協同組合「金型プラザ」
には加入しなかった．創業当時は同様に佐久市に

第12表　小田井工業団地の調査対象企業

 （聞き取り調査により作成）
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疎開した電気機械製造業の津上製作所，離山南工
業団地に立地する電子部品加工業Ｏ社といった市
内企業との取引と同時に，群馬県に工場を持つ電
気機械製造業など県外企業とも受発注を行ってい
たが，近年では市内に立地する企業間での受発注
がほとんどである．Ｇ社は，リーマンショック以
降，量産型から多品種少量型生産型へと生産体制
をシフトした．そのため，国内では希少価値の高
い複合研磨機を導入するなど，機械への投資を活
発に行っている．

佐久市で操業するメリットとしては，長野新幹
線開通と上信越自動車道の開通による他県へのア
クセシビリティの向上を挙げている．

３）金型加工業Ｈ社
Ｈ社は1979年に佐久市瀬戸で創業した企業であ

り，小田井工業団地には1989年の工業団地開設時
に移転した．製造品は金型であり，以前はリモコ
ンケース用金型，現在は自動車部品用金型を製造
している．先代の経営者の出身地である佐久市瀬
戸で創業したＨ社は，工業団地開設に伴う県の誘
致活動を受け，他企業と共に現在の土地に移転し
てきた．金型プラザには，先代社長が組合創設か
ら関わっていた．

原材料は，約70～80％を栃木県那須町の企業か
ら仕入れている．2000年代前半までは長野県上田
市の企業と取引を行っていたものの，相手企業の
営業，またコストや対応を検討した末，現在の企
業と取引を行っている．また残りの約20～30％に
関しては創業当初から県内の企業と取引を行って
いる．

製品の納品先については，2000年代前半を境に
変化が起きている．創業当初は東御市の企業に製
品の約90％を納品し，残りを富山県富山市の企業
に納品していたが，前者は海外シフトによる仕事
減少，後者は元から繋がりが薄かったことにより，
現在は取引を行っていない．現在は長野県茅野市，
岐阜県各務原市，富山県富山市の企業に製品を納
めている．これらの企業とは現社長が営業に回っ
たことにより取引が開始している．納品について

は，毎日自社から製品を茅野市へ運ぶものの，他
地域には運送便を依頼し，製品を納品する．自社
による納品においては一般道を利用するが，委託
する運送便については特にルート指定はしていな
い．

営業に赴く際には新幹線の利用頻度が高いた
め，都心へのアクセシビリティにおいては佐久市
の立地にメリットを感じている．また，佐久市の
自然災害の少なさによる生産機能存続にも期待し
ている．

４）金型加工業Ｉ社
Ｉ社は1982年に旧望月町で創業した企業であ

り，1989年の小田井工業団地開設時に移転した．
主な生産品は金型であり，創業当初はプレス金型
やプレス部品を製造していたが，現在はプラス
チック金型を生産している．その後，小田井工業
団地開設にあたり，親交のあった企業からの誘い
を受けて現在の土地に移転した．その際に，金型
プラザにも加入している．

原材料の仕入れについては，その種類によって
取引先を選択している．鋼材は対応力を考慮して
長野県上田市の企業から仕入れている．以前は市
内の業者と取引を行っていたものの，その業者が
廃業したこと，それにより佐久市内に取り扱い業
者が無くなったことから現在の企業と取引を行っ
ている．セットモールドは千葉県の企業から創業
当初より仕入れており，樹脂の原材料は，緊密な
打ち合わせが可能で融通が利く上田市の企業から
仕入れている．

製品の納品先については，10年ほど前を境に変
化が起きている．創業当初は佐久市内の以前勤務
していたメーカーに納品していたが，現在は長野
県東御市のメーカーに約60％，残りの約40％をそ
の他の地域のメーカーに納品している．この出荷
先の変化は，当初の納品先において仕事の流れが
変化するであろうことを察知し，新規取引先を開
拓したためである．

Ｉ社が佐久市で操業する上で，打ち合わせ等を
東京都や神奈川県で行う際には，長野新幹線や上
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信越自動車道が役に立つ場合もあるという．

５）金型加工業Ｊ社
Ｊ社は1974年に，佐久市平賀において創業し，

1990年に小田井工業団地内に移転後，現在地にて
業務開始した．現在の敷地面積は2,013m2で，平
賀で操業していた当時の約３倍拡大した．現在は，
自動車照明部品，LED照明，医療関係器具といっ
たプラスチック金型を製造している．12人の従
業者の60％が佐久市内から，30％が小諸市から，
10％が軽井沢町から通勤している．工場移転によ
り市内都市部からのアクセシビリティが向上し，
1990年代以降から近隣市町村在住の社員採用が増
加した．また，2012年以降は大卒の新入社員の採
用を開始した．

現在，製造品の多くは県内に納品しており，そ
れ以外は群馬県高崎市と，その範囲は比較的狭隘
である．LED照明部品金型の取引のうち90％が
当団地内企業取引であり，自動車照明部品金型に
関しては，同市内の企業との取引が80％を占める．
医療関係部品や小型エンジン部品の金型は，各々
一社からの受注である．

Ｊ社は1990年に平賀から当団地に工場を移転さ
せた．その理由は，平賀工場が660m2と手狭であっ
たことや，金型プラザに加入することで新規設備
を導入するためであった．また，ICに近接し，取
引先との交通の便が良くなることも期待した．実

際に小田井工業団地において事業を行う上での最
大のメリットは，当団地内に金型製造業者が集積
しているため，機械および工具の原材料の仕入れ
が行いやすいことであるという．また，ICの整
備により，群馬県高崎市や長野県茅野市といった
他市町村の取引先企業の来社が容易になったとい
う．

Ⅳ－３　佐久リサーチパーク
１）調査対象企業の概要
本節では，佐久リサーチパークに立地する企業

９社のうち，４社を対象に聞き取り調査を実施し
た結果について述べる（第13表）．調査対象企業
のうち３社は事務や研究開発といった特定の機能
のみを佐久リサーチパーク内に保有しており，本
社は別の地域に立地する．その一方，佐久リサー
チパーク内の複数区画を所有し，同パーク内に全
ての機能を保有する企業も存在する．

２）ガラスリサイクル業Ｋ社
Ｋ社は2003年に佐久市で創業した企業である．

工場は佐久市鍛冶屋に立地し，当団地の敷地内に
事務所を設置している．製造品目はガラスリサイ
クル製品であり，鍛冶屋の工場で骨材となる砂や
防犯用の敷石を製造している．

他企業が研究開発に使用していたビルを譲渡さ
れ，2006年，Ｋ社事務所を移転させた．実際に土

第13表　佐久リサーチパークの調査対象企業

注）K社は本社に工場を併設している。
 （聞き取り調査により作成）
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地を購入し，Ｋ社に譲渡した企業は，当団地分譲
開始後，２番目に進出した．分譲開始直後は丘陵
斜面の購入も義務づけられていたため，Ｋ社は実
際に利用している敷地面積のほか，丘陵地を所有
している．

ガラスリサイクル製品の原材料となるガラスび
んは，長野県須坂市と直接契約し，生活系廃棄物
を回収することで仕入れている．これは全体の
50％ほどを占める．残りの50％のうち30％ほどは
関連企業から回収したガラスである．20％は市町
村から排出される生活系廃棄物起源のガラスびん
である．この回収先は日本容器包装リサイクル協
会の入札により決まるため，年度ごとに変化す
る．協会の入札では日本全国の市町村に対して入
札を行うことができるが，Ｋ社では運賃を考慮し，
100km圏内を目安に入札に参加している．

Ｋ社では主に３種類の製品（製品ａ，ｂ，ｃと
する）を生産しており，その種類によって納品先
が異なる．製品ａの場合は，その大部分を群馬県
高崎市にある取引先の配送センターまで高速道路
を利用して納品している．製品ｂは県内の企業に，
製品ｃは公共事業所向けに生産，納品している．

Ｋ社では関東圏へ輸送を多く行うが，その際に
は佐久市の交通の利便性によって生じる輸送コス
トの低下がメリットとして働いている．納品は自
社で行う場合と運送会社で行う場合があるが，運
送会社に依頼する割合が多い．自社で所有する車
両を利用する場合は，群馬県高崎市にある配送セ
ンターまで，上信越自動車道を利用する．ほかに，
太陽光パネルの発電効率が良いことも佐久市特有
のメリットである．Ｋ社が当工業団地に進出する
際，市が太陽光発電パネルの設置に補助金を出し
ていた．この補助金の余剰売電設置枠に当選し，
太陽光パネルを設置した．また，日照率の高さと
比例し，長野市と比較して降雪量も少ないことか
ら，稼動しやすいと考えた．

３）食品製造・加工業Ｌ社
Ｌ社は1964年に，創業者の出身地である長野県

長野市で創業し，当初は一般包装資材の販売を

行っていた．1968年には市内に初の工場を設置し，
きのこ栽培用のポリプロピレン容器を製造するよ
うになった．その後，松本市，上田市，新潟県な
どに営業所を設ける一方，1983年には新品種きの
この開発および生産を行う研究センターを長野市
内に設立した．

佐久リサーチパークに立地する工場は，全国に
19件あるＬ社の工場のうちのひとつで，2009年に
操業を開始した．佐久市の工場に勤務する正社員
の約半数は市外から通勤している．これは，きの
この種類ごとに従業員が専門化しており，各工場
間で従業員を移動させることによって，多種類の
きのこの生産を管理しているためである．佐久市
における工場進出は，県内に工場を増設すること
で，技術者は容易に複数の工場間を移動できるこ
とに関係している．また，長野新幹線の開通によ
り佐久市の人口が増え，労働力の確保が容易にな
るとの推測もあった．当工業団地へ進出した理由
は，県からの補助金の存在に加え，土地代が安価
であったこと，ICが近いこと，住宅地と離れて
いるため周辺への影響を心配することなく操業で
きることを想定したためである．

生産に関わる仕入れのうち，主な原材料である
菌床については，約20％が海外輸入であるほか，
栽培容器は東京都の企業から購入しており．佐久
市内で取引を行っている企業はない．

佐久工場での生産品は，東京などの関東全域の
消費地へと配送される．配送センターは埼玉県北
葛飾郡にあり，Ｌ社の静岡工場からの生産品とと
もに集荷され，静岡工場の供給を補完している．
佐久工場からは長野県内への出荷をせず，北信へ
は長野市や千曲市の工場が供給を行い，南信への
供給は上田市や大町市の工場が担当している．以
上のように佐久工場の立地背景として，長野新幹
線と上信越自動車道の開通により，関東の一大消
費地へのアクセシビリティが向上したことも大き
な理由となっている．一方で，専門的な研究技術
や設備を用いるため，佐久市内の企業に機械や設
備の修理などを依頼することはまれであり，市内
の企業とは関係が薄い．
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４）化粧品・食品生産・加工業Ｍ社
Ｍ社は1972年に東京都港区で創業した基礎化粧

品や健康食品を生産する企業である．1995年に同
団地内の土地を購入し，現在は46,200m2の敷地面
積を有する，佐久リサーチパークへ進出した．以
前は外注していたヘアケア製品や化粧品サンプル
のパッキング，一部化粧品を2000年以降内製化
し，現在ではほぼ全ての製品を同工場で生産して
いる．佐久市進出時には健康食品を生産するため
の棟を建設し，1998年に化粧品棟を増設した．

1995年に佐久市に進出する以前は，埼玉県所沢
市にある工場を借用していた．佐久市に移転した
最大の理由は，化粧品を生産するための八ヶ岳水
系の良質な水を要したためである．所沢市に工場
を所有していた際，水道水の濾過作業による経費
は現在より25％多く要していた．また，移転先と
して選択した第二の理由として健康食品の原料と
なる蔬菜を栽培し，醸成発酵を行う上で，昼夜の
寒暖差の激しい佐久地域の内陸性気候は非常に適
していたことが挙げられる．佐久市を移転先候補
地にした契機は長野県からの誘致があったためで
あるが，全国の工業団地を模索して決定した．

健康食品を生産するための蔬菜およびダンボー
ル，化粧品用チューブ等，軽量な資材は長野県内
で仕入れている．製品を梱包するための外箱は佐
久工場稼働時より静岡県の企業から仕入れるよう
になり，製品を直接挿入するガラスびんは大阪府
から取り寄せている．佐久市に移転してから，東
京都内の企業から仕入れることはほとんどなく
なったものの，化粧品を製造する上での原料とな
る八ヶ岳水系の軟水が利用できることや，製品を
輸送する際にICとの近接性が高いことなど，佐
久リサーチパークへの立地に対してメリットを多
く感じており，2013年に同工業団地内の土地を更
に購入し，敷地面積を拡大した．当団地内におい
てとりわけ新製品の開発などは行っておらず，基
本的に研究開発は本社のある東京都渋谷区におい
て行っている．しかし，使用する原料が50Kg未
満の小規模な試験においては同工場においても行
う．

５）電気機械製造業Ｎ社
Ｎ社は1951年に東京都で創業した企業である．

当団地内の敷地に立地する施設は，2009年に開設
された電機機械製品に使用される部品開発セン
ターである．このセンターでは，新製品の開発の
みを行うため，製品の製造などは行っていない．
製造は長野市や栃木県，兵庫県といった協力工場
７～８社に外注している．

Ｎ社は工場用地を求める過程で現在の土地を発
見したものの，生産品の採算が取れないことから，
開発拠点のみを設置した．それでも他の候補地と
比較し，広大な土地の分譲が行われていたことは，
現在の土地を選択した上での最大の理由である．

Ⅳ－４　離山南工業団地
１）調査対象企業の概要
本節では，離山南工業団地に立地する企業６社

のうち，３社を対象に聞き取り調査を実施した結
果を述べる（第14表）．調査対象企業は離山南工
業団地外にも製造拠点を保有しており，その範囲
は市内から関東地方，さらに関西方面にもおよぶ．
その一方，当団地内においても製造や加工の拠点
を所有している．

２）電気機械製造業・電子部品加工業Ｏ社
Ｏ社は，1969年に東京都新宿区で創業し，鉄道

券売機等の電気機械製造や，関連する電子部品を
製造している．1989年，離山南工業団地の造成直
後に同団地における工場の操業を開始した．佐久
市内においては，1970年に中込で，1982年には北
川において既に工場を稼働開始している．敷地面
積，従業者数ともに離山南工場が最大規模である．

佐久市野沢出身の経営者が，親会社が所有して
いた中込工場を譲り受け，Ｏ社を独立起業させた．
新規工場の建設地として離山南工業団地を選定し
た契機は，市町村合併を機に旧臼田町に所在する
土地開発公社から工業団地の斡旋を受けたためで
あった．すでに第１・２工場が佐久市内で稼働し
ていたが，事業の拡大と生産の増大により，工場
の増設が必要になったため．第３の拠点として生
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産の効率化や生産連携を目的とし，佐久市内現存
する自社の工場との近接性を重視した．

現在，離山南工場において硬化処理装置の組
立と自動券売機用印刷装置およびカード処理装
置の検査を行い，北川工業団地では，自動券売
機やセキュリティゲート，駐車場管理システム，
啓作震度計の検査を行っている．離山南工場は
175,157m2，北川工場は9,659m2と，他の事例企業
と比較して広大な敷地面積を有し，そのほとんど
で離山南工場において組み立てられた製造品の試
験を行っている．

佐久市で操業するメリットとして，高速道路の
開通による利便性の向上と，佐久市内の各所に工
業団地が近接して立地しており，協力企業との取
引が容易であることを挙げた．また，野外での試
験も多いことから，地震や台風の被害が少ないこ
とも魅力的であるという．経営者が佐久市の雇用
を充実させることを望んでいるため，佐久市以外
における工場展開は考えていない．

３）食品加工業Ｐ社
Ｐ社は，1948年に兵庫県神戸市で創業した食品

加工業者である．1960年代から本社のある兵庫県
で工場増設を行っていたが，1994年に長野県佐久
市へ進出した．

佐久市および離山南工業団地に進出した理由
は，以前立地していた企業からの譲渡交渉があっ
たためである．大手食品加工業者が1992年から
1993年にかけて一時的に離山南工業団地で操業
し，同時期にＰ社は東日本に工場を建設する予定
であったため，同大手食品加工業者の敷地と工場

を機械ごと買収した．また，大手食品加工業者か
ら技術者を受け入れ，製造工程の教育や研修の時
間を短縮でき，工場稼働までスムーズであった．

現在，佐久工場では，企業全体の生産量のうち
20％を担っている．佐久工場を所有することによ
り，横浜港から全材料を調達し，佐久工場で加工
し，川崎市の物流倉庫で集荷するという東日本圏
内で完結する物流システムが構築された．

実際に佐久市で操業するメリットとして，周辺
に食品加工業者が少なく，とりわけ乳製品を扱う
企業がないために，従業者を募集しやすいことを
挙げた．また，離山南工業団地が乳製品を生産す
る上で適する硬度の高い水をもつ浅間山水系に位
置することも重視した．

４）電子機器製造業Ｑ社
Ｑ社は，1950年に東京都港区で創業し，2013年

に離山南工業団地での操業を開始した．佐久市の
他に栃木県宇都宮市にも工場を所有しているが，
宇都宮工場と佐久工場の製造品は異なり，製品別
地域間分業の体制をとっている．そのため，今回
は佐久市内で行っている電子機器製造業としての
機能のみに特化して記述する．当団地内の工場は，
電子機器の設計や試作実験を行うほか，物流セン
ターとして機能している．具体的には，レーザー
式安全装置および荷重監視装置プレス周辺機械の
設計図を自社で作成し，製造工程を外注して完成
した製品を，受注先に納品するファブレス企業と
しての形態をとっている．

創業当初，技術開発は東京都品川区で行ってい
たが，のちに佐久市根々井へその機能を移転させ，

第14表　離山南工業団地における調査対象企業一覧

 （聞き取り調査により作成）



－177－

2013年には離山南工場へ再度移転させた．2014年
には，品証および生産管理機能も東京都品川区か
ら離山南工場へ集約させた．根々井への工場進出
は，創業時から電子回路基板等の製造を外注して
いる企業が，根々井近隣の中込に立地していたた
めである．根々井の拠点が手狭になったと感じ始
めた2012年頃，東京本社に佐久市の産業立地推進
委員が来訪し，同団地進出の交渉をしたという．

現在の製品の外注先は，創業当初から取引のあ
る中込の企業が４割を占める．また，加工コスト
が安価であるため，2010年頃から台湾の企業とも
取引を開始した．2000年代後半には，Ｑ社の設計
担当が中込の取引先工場で５年ほど指導担当とし
て勤務するほどに親交が深いため，海外への外注
を開始し，将来的に製品の製造コストが上昇した
としても，今後も取引をやめる予定はないという．
また，2014年下半期からは板金の外注を佐久市内
の企業に変更することを検討中であり，より地域
に根ざした企業となりつつある．

Ｑ社にとって，産業立地推進委員の来訪と，自
然災害による被害が懸念される地域に施設を所有
する企業に適用される補助金制度（リスク分散項
目）の適用が佐久市を工場操業地とする決定打と
なった．東日本大震災により，栃木工場の一部が
損壊したＱ社は，震災時のリスクを考慮し，本社
にあった物流機能も佐久市に移転した．また，Ｑ
社は災害時を含め，今後の電力事情を考慮して太
陽光発電への設備投資を検討していたため，太陽
光パネル設置に対する補助金制度が多様にある佐
久市への進出は好都合であった．

現在佐久市内で操業するメリットとして，バス
などの公共交通機関がなく，全員自動車通勤であ
ることが，逆に早朝深夜といった急な出社への融
通が効くことを挙げた．さらに，同市内の取引企
業に対し，自社と同様の対応ができるほどに信頼
関係があること，面積も広い土地に，分散してい
た部署が１箇所に集約できたことを挙げた．

Ⅳ－５　佐久流通業務団地
１）調査企業の概要
本節では，佐久流通業務団地に立地する21社の

企業の中から，食品加工業Ｒ社について述べる．
同団地は卸売業が集中しているものの，その交通
利便性を活かして食品加工業も立地しており，事
例としてその操業形態を調査した．

２）食品加工業Ｒ社
Ｒ社は，2011年にビール醸造業者として創業し，

当団地内の敷地を購入後，2013年に操業開始した．
親会社は1969年に洋酒の海外取引を行う会社と

して創業した．1980年には洋酒を使用した製菓製
造業を開始し，兵庫県と神奈川県に工場を保有し
ている．Ｒ社の創業者は軽井沢に別荘を所有し，
自身にとって愛好のある軽井沢のブランドにちな
んだクラフトビールを製造することで，親会社の
製菓洋酒専門事業の存在により関連業者に限り浸
透していた社名を，一般消費者にも広めようと考
えた．1980年代まで，アルコール分が少量の割に
酒税が高額であるビールの醸造は，実質的に大規
模な醸造所のみが可能であった．しかし，1994年
にビール製造業の年間最低製造数量が引き下げら
れたことにより，地ビール産業への新規参入を決
断したという．操業後は佐久市内もしくは軽井沢
観光ツアーにおける観光地としてアピールしてい
る．来訪者が工場見学をした後，見学者に対して
工場内でビールを販売するほか，その場で飲酒で
きるテラスを設置している．観光客専用の駐車場
も設置しており，観光施設としての意識が強い工
場である．工場見学者の半数は軽井沢に向かう首
都圏からの観光客，半数は佐久市内の居住者であ
る．原材料は，ヨーロッパを中心に30カ国から輸
入している．

工場の立地選定においては，軽井沢との近接性
が最重要であった．ビールの主要販売先である軽
井沢での工場立地を望んだが，軽井沢町の建築規
制により，大規模な工場を建設できなかったため，
佐久市を選定した．他に御代田市や東御市なども
検討したが，軽井沢町から自動車で30分ほどの距
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離であり，最も近接性が高い佐久市を選定した．
その他に，ビールを製造する上で必要な浅間山水
系の良質な硬水が手に入ることや，ワインなど他
の飲用酒を製造する場合に，長野県産の青果を用
いることも考慮したという．

当団地に立地した経緯は，佐久市から紹介を
受けたことが契機である．佐久ICの近隣であり，
首都圏からの観光者が訪れやすいためであったと
いう．首都圏から軽井沢町へ向かう観光者が，軽
井沢町に向かう前にビール醸造工場を見学し，そ
のまま軽井沢に向かうというツアー行程を想定し
た．そこで軽井沢町だけでなく首都圏からのアク
セシビリティも重要視した．

Ⅳ－６　小括
第Ⅲ章の各工業団地造成の経緯や現在の業種構

成，企業の進出・撤退数，第Ⅳ章の企業の操業形
態や入居の動機，立地によって実感しているメ
リットから，各工業団地の特徴をまとめる．

三河田工場団地においては，佐久市岩村田周辺
の市街地化を理由に三河田工場団地へ移転もしく
は増設した企業（Ａ社，Ｃ社，Ｅ社）が目立った．
また，1990年代まで三河工場団地内で操業してい
た大手電機機械製造業の津上製作所の協力工場と
して稼働していた企業（Ｂ社，Ｄ社など）が，現
在も当団地内で操業を継続していた．これらの企
業は専門設備の導入，少量製造・短納期といった
顧客ニーズへの対応力強化といった方策より，経
営存続を可能にした．なお，佐久市における高速
交通網の利便性向上による取引上のメリットに関
しては，高速道路よりも新幹線の開通によるメ
リットを感じる企業が目立った．また．佐久市工
場団地事業協同組合や佐久市中央工業会，親和会
といった協同組合をはじめとした団地内の企業間
コミュニティがみられた．企業間の紐帯が強いだ
けでなく，佐久市の雇用充実を図るような地域へ
の愛着が強い企業も見られる．

小田井工業団地に立地する企業は，ほとんどが
工業団地開設に伴って進出した企業であり，金型
プラザの結成に関わっている．当団地形成に大き

な影響を及ぼした金型プラザであるが，近年は当
初の目的であった共同受注や連帯保証といった機
能はなく，それぞれの受注先と取引している．佐
久市で操業することに対するメリットとして，物
流に際し，上信越自動車道の開通による首都圏へ
のアクセシビリティ向上を挙げた（Ｇ社，Ｊ社）．
その反面，納品は一般道を利用するため，取引先
との打ち合わせの際に利用する長野新幹線の開通
に利便性を感じる企業（Ｈ社）も見られた．事例
企業ごとに，原材料の仕入先は多様であるものの，
製品は，上田市や東御市，茅野市や群馬県高崎市
といった比較的近隣の市町村に納品している．ま
た，Ｇ社を除き，敷地面積は5,000m2以下，従業
者数も10～15人程度と小規模経営を行う企業が多
い．

佐久リサーチパークは，進出企業ごとに立地要
因の相違はあるものの，高速道路開通による関東
圏へのアクセシビリティ向上がもたらす製品輸送
のしやすさが利点として挙げられている工業団地
である．また，Ｌ社，Ｎ社が述べたように，安価
で広大な敷地面積という利点も併せ持つ工業団地
である．佐久リサーチパークの当初の造成目的は
研究開発の活発化であったが，実際に研究開発を
率先して行っている企業はＮ社のみであった．そ
して，研究開発を行う企業のみ進出可能などの分
譲条件を緩和したことが，2000年代以降における
当団地への進出企業増加へつながったと考えられ
る．しかし，周辺住宅地に対する騒音や臭気等の
影響の少なさや水系，気候といった造成場所の立
地を好んで選定した企業もある（Ｌ社，Ｍ社）．

離山南工業団地に立地する３社はみな，戦後
まもなく創業し，当団地内における敷地面積も
10,000m2近くを所有する大規模な企業である．こ
れらの企業の立地要因として重要であるのが，補
助金制度におけるリスク分散項目の設定と，それ
らの情報を伝達し，県外で誘致活動を行う産業立
地推進委員の存在である．この制度を利用したＱ
社は東日本大震災において他県に所有する工場が
一部損壊したこともあり，地震被害に対する懸念
が強い．佐久市に実際に立地するメリットとして，
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地震や台風といった災害の少なさ（Ｏ社，Ｑ社），
生産品に適当な硬水をもつ水系の活用（Ｐ社）と
いったように，共通して佐久地域の自然環境に関
する項目が挙がった．

卸売機能の集中がみられる佐久流通業務団地の
中で食品加工業を営むＲ社は，軽井沢町との近接
性を最重視しつつ，ICの開通による首都圏から
のアクセシビリティの高さを活かした取り組みを
行っている特徴的な企業である．

Ⅴ　結論

本研究は，佐久市における自然，交通，それら
を活かした企業誘致活動，さらには団地内の組合
活動に注目して，工業団地および佐久市工業の特
性について検討した．

佐久市の工業は，戦時中における疎開企業の進
出や戦後の大手企業の進出などにより，大きな発
展をみせたが，グローバル化に伴い大手企業らが
海外工場に生産をシフトしたことにより，再編を
余儀なくされた．これに対し行政は，助成金政策
の一環としてリスク分散項目の導入や，産業立地
推進委員の設置に踏み切り，企業誘致政策におい
て新たな展開をみせた．

民間が主体となった集団化団地における協同組
合の活動としては，三河田工場団地では現在でも

共同受注が継続して行なわれている様相が見られ
た．一方で，小田井工業団地では，現在では共同
受注は継続されていないことが確認された．また，
三河田工場団地造成に牽引的な役割を果たしてい
たリーダー的企業が，地域貢献の理念が強く現在
も市内における雇用創出を図っていることが明ら
かとなった．

交通条件については，実際に受注先との打ち合
わせや，製品の納品などの物流において高速道路
や新幹線の利便性を回答する企業が多く見受けら
れた．リスク分散項目についても，東日本大震災
の経験による災害対策意識の高まりなどによっ
て，企業の団地への進出の動機へつながっていた
ことがわかった．佐久市における研究開発機能の
強化を企図した佐久リサーチパークについては，
企業の研究開発拠点の進出は思うように進まな
かったものの，丘陵地であることで周辺住宅地へ
の影響を懸念することなく操業できるといった利
便性や，豊富な軟水と冷涼な内陸性気候といった
自然環境により，化粧品や食品製造など造成当初
は意図していなかった様々な業種にとっての進出
動機となっていた．

以上のように，佐久市における工業団地では自
然，高速交通網，それらを活かした企業誘致活動，
団地内の組合組織が，企業の進出や雇用の創出へ
効果を発揮していることが明らかとなった．

本稿を作成するにあたり，佐久市役所商工振興課ならびに健康づくり推進課の担当者様，三河田工場団
地・小田井工業団地・佐久リサーチパーク・離山南工業団地・佐久流通業務団地に立地する企業の皆様，
佐久市工場団地事業協同組合ならびに佐久市中央工業会役員の皆様，JA長野厚生連佐久総合病院佐久医療
センターのご担当者様には資料提供を賜り，聞き取り調査に応じて頂きました．また，筑波大学技術補佐
員の遠藤貴美子先生には，執筆のご指導を賜りました．末筆ながら厚く御礼申し上げます．

［注］
１）同社（現ツガミ）は，津上宅製作所，津上精密工学工業など時代によって名称が異なるが，本稿での

表記は「津上製作所」で統一する．
２）佐久市経済部商工振興課への聞き取り調査による．
３）例としては，佐久医療センターが患者の治療環境向上のために街路に植樹する際，報告会を通して周

辺企業のトラック搬入出の都合を考慮する必要があることを知り，樹木の高低を工夫したことが挙げ
られる．

４）Ｉ社への聞き取り調査による．
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